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第３四半期決算としては、２期連続の減収・２期ぶりの減益となっております。 

 

まず、売上高合計は、原料費調整に伴う単価減による都市ガス売上の減少等によ
り前年同期比１８．９％、２，５３９億円減収の、１兆８６０億円となりました。一方、営
業費用は、油価下落影響等による都市ガス原材料費の減少等により、１２．７％、１
，５３５億円減の１兆５７９億円となりました。 

 

この結果、営業利益は前年同期比７８．１％、１，００３億円減の２８１億円、経常利
益は７９．６％、９９８億円減の２５５億円、親会社株主に帰属する当期純利益は、７
７．９％、 ６１５億円減の１７４億円となりました。 
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続いて、この決算のベースとなりました、当社の主力製品であるガス販売量の実績
についてご説明します。 

  

全体では、他事業者向け供給の需要増および工業用既存設備の稼働増、冬場の
低気温による需要増等により、２．３％、２億５千３百万ｍ3増の１１０億８千６百万ｍ3

となりました。 

  

家庭用は、11月、12月の冬場の低気温による給湯・暖房需要の増加により、２．９％
増の２０億８千３百万ｍ3となりました。 

業務用は、夏場後半の高気温による空調需要増および冬場の低気温による給湯・
暖房需要増により、１．１％増の１９億６百万ｍ3となりました。 

工業用は、既存設備の稼働増により、１．５％増の５４億７千１百万ｍ3となりました。 

他事業者向け供給は、供給先事業者の需要増により、６．０％増の１６億２千６百万
ｍ3となりました。 

 



4 

４ページには2020ビジョンベースでのガス販売量を掲載しておりますので、ご参照
下さい。 

 



５ページではセグメント別の売上高・利益について記載しております。 
都市ガスセグメントの利益減少７９８億円が、全体利益を押しさげております。 



６ページではセグメントごとの利益増減要因をお示ししております。 
 
都市ガスセグメントの主な減益要因を申し上げますと、料金の原料費調整制度の
適用のタイムラグによるもの約５５０億円等、となっております。 
 
電力セグメントにつきましては、昨年2月に扇島パワー３号機が稼働開始したことに
よる販売量の増加は有ったものの、原油価格が下がったことによる販売単価の下落
、小売り参入に伴う販売経費や減価償却費といった固定費の増加により６４億円の
減益となりました。 
 
海外事業セグメントにつきましては、原油価格下落による上流事業の減益の影響
で、１２億円の減益となっております。 
 
エネルギー関連事業セグメントにつきましては１３０億円の減益となっておりますが
、ＬＮＧ販売事業におけるスライド差影響による利益の減少、器具メンテナンス費用
の計上時期変更による前倒し、エンジニアリングソリューション分野における工事量
の減少等が主な要因となっております。 
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８ページをご覧ください。今回は、昨年10月末に発表しました前回見通し対比で、
増収、利益については親会社株主に帰属する当期純利益ベースで変更なしと見
通しております。 

 

見通しの前提となる、１月以降の経済フレームについては、為替レートを前回の１ド
ル１０５円から１１５円に変更、原油価格については前回の１バレル ４５ドルから、５５
ドルへと、見直しております。 

 

売上高は、対前回見通し１．３％、２１０億円増の１兆６,１７０億円と見通しております
。これは主として、ガス販売量の増加を反映した都市ガスの増収によるものです。 

 

営業費用は、対前回見通し１.６％、２４０億円増の１兆５,６４０億円を見通しておりま
す。これは主として、都市ガスの原材料費単価の増加等によるものです。 

 

この結果、営業利益は、対前回見通し５．４％、３０億円減の５３０億円、経常利益は
４．２％、２０億円減の４６０億円の見通しとなりました。 

 

特別利益を２０億円増の９０億円とし、親会社株主に帰属する当期純利益は、前回
見通しと同じ、４１０億円を見通しております。 
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９ページではガス販売量の見通しをご説明しております。 

 

今回のガス販売量見通しには、工業用の増加など、第３四半期までの実績差を反
映し、対前回見通しで１．１％増の１５７億９千８百万ｍ3と見通しております。 
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１０ページには2020ビジョンベースでのガス販売量を掲載しておりますので、ご参照下
さい。 



１１ページには、セグメント別の売上高・利益見通しについて記載しております。 
 
セグメント利益は、都市ガスセグメントの利益減がその他のセグメントの利益増を上
回り、全体として２７億円減益となっております。 



１２ページではセグメント別に利益増減要因をお示ししております。 
 
都市ガスセグメントは、経済フレーム見直しに伴う利益減が、主な要因となっており
ます。 
 
電力セグメントは、発電所の稼働見直しにより電力販売数量が減少したものの、固
定費の減少等によりの６億円増益と見通しております。 
 
海外セグメントにつきましては、円安により利益を上方修正しております。 
 
エネルギー関連セグメントつきましては、エンジニアリングソリューション分野におけ
る受注増により、利益を６億円上方修正いたしました。 



１３ページおよび１４ページではセグメント別に、今年度収支見通しを前年実績対比
でお示ししております。 

 





１５ページにはＲＯＥ等の主要計数見通しを記載しております。 
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